
１．はじめに

２００４年に公表された国土交通省の調査によると、全国の８０％を超える都市が、

商業活動の衰退が中心市街地に深刻な影響を与えていると回答している１）。１９７３

年に成立した、大規模小売店舗法（以下、大店法と略す）は、地元商業者との

出店調整を義務づけることによって、事実上、大型店の中心部への出店を規制

していた。その結果、比較的地価の安い郊外部やロードサイド、あるいはプラ

ザ合意後の円高で撤退・廃業した工場跡地に大型商業施設が次々と進出するこ

とになった。こうして、大型店へ客が流れた中心商店街は疲弊し、並行して中

心市街地の空洞化が進むことになった。その後２０００年に大店法が廃止され、大

店立地法が施行されると実質的な出店規制はなくなり、大型ショッピングセン

ターの郊外立地が加速し、地方都市の中心商店街は壊滅的打撃を受けることに

なったのである。

政府はこのような事態に対し、都市計画法の改正（９８年）や中心市街地活性

化法（９８年）などの取り組みによって、中心商店街の空洞化に歯止めをかけよ

うとしたが、結果として十分な効果を上げることができず、２００６年新たなまち

づくり三法を制定するに至っている。

ところで、まちづくり三法が効果を持たなかった原因としては様々なものが
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考えられる。たとえば自民党の「まちづくり三法見直しに関する最終取りまと

め」では、「郊外居住の進展、モータリゼーションの進展、公共公益施設（学校

（大学を含む）、病院、社会福祉施設、役所等）の郊外移転、商業者の努力不足、

地権者の協力不足、両者の一体的取り組み不足による住民・消費者ニーズから

の乖離の結果としての「中心市街地自体の魅力低下」といった環境の変化がま

ちづくり三法制定後もいっそう進んでおり、これらが中心市街地衰退の原因で

あることが明らかとなった」２）とある。しかし、それだけが原因なのだろうか。

現に２００２年以降の景気拡大の中でさえ、小売業の衰退は止まらず、大手スーパー

・百貨店の倒産や統廃合という現象があらわれている。むしろ、小売業の内部

構造の変化の中に衰退を不可避とするような要因があったのではないだろうか。

そこで本稿は、こうしたまちづくり三法の評価を念頭におきつつ、もう一度

地域商業がなぜ衰退したのか、その原因について島根県を例に考え直してみた

い。

２．小売業の構造変化

２．１ 小売業の動向

県内小売業の状況を見る前に、わが国小売業の推移を、商業統計調査３）をもと

に見ておきたい。表１は、１９７２年から２００４年までの小売業に関する主要指標の動

きを表している。

まず、事業所数であるが、１９７２年以降ほぼ一貫して増加傾向にあったのが１９８２

年の１７２万１，４６５店をピークに減少に転じ、２００４年時点では１２３万８，０４９店まで減少

している。この２２年で約２８％の減少であり、３０年前の水準を割り込んでいる。

特に、チェーンストアー化など法人事業所が増加する一方で、個人が経営する

事業所の減少が著しく、同じ時期にマイナス４８．７％と、ほぼ半減している。

次に従業員数であるが、１９７２年の約５１４万人から堅調に推移し１９９９年には約８０３

万人に達した。２７年間に２９０万人の雇用の受け皿として機能してきたことがわか

るが、それも１９９９年をピークに減少に転じ、２００４年時点では約７７６万人と、ピー
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ク時から２６万人の減少である。大型店の出店が原則自由化された２０００年以降、

大型店ができれば地域の雇用は増加するという現実は過去のものとなりつつあ

る。

年間販売額は、オイルショック後も増加を続け、特に８０年代のバブル期に大

幅に伸張した。そしてバブル崩壊後も増加傾向にあったが、消費税の３％から

５％への引き上げが行われた１９９７年の約１４８兆円をピークに減少に転じ、２００４年

まで減少を続けている。デフレ傾向が鮮明になる中で、大型店同士の安売り競

争が販売額の伸びを抑えているのである。

一方売場面積は、事業所数が減少に転じた８２年以降も増加傾向にあるばかり

か、バブル崩壊後も、そして小売業全体の年間販売額が減少に転じた１９９７年以

降も増加の一途をたどっている。海外の大型流通チェーンの日本進出や国内流

通チェーン同士の激しい競争の結果、採算を度外視したような出店が行われて

表１ 小売業に関する主要指標の推移（事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積）

小 売 業
事 業 所 数 従業者数

（人）
年間販売額
（百万円）

売場面積
（m２）計 法 人 個 人

全

国

１９７２年 １，４９５，５１０ ２６５，６８６ １，２２９，８２４ ５，１４１，３７７ ２８，２９２，６９６ ６１，１０８，６７５
１９７４年 １，５４８，１８４ ２９３，９２３ １，２５４，２６１ ５，３０３，３７８ ４０，２９９，８９５ ６７，４０５，９３１
１９７６年 １，６１４，０６７ ３３２，２３８ １，２８１，８２９ ５，５７９，８００ ５６，０２９，０７７ ７４，９７３，８９０
１９７９年 １，６７３，６６７ ３８０，９７３ １，２９２，６９４ ５，９６０，４３２ ７３，５６４，４００ ８５，７３６，８１５
１９８２年 １，７２１，４６５ ４３５，８２２ １，２８５，６４３ ６，３６９，４２６ ９３，９７１，１９１ ９５，４３０，０７１
１９８５年 １，６２８，６４４ ４４９，３０９ １，１７９，３３５ ６，３２８，６１４ １０１，７１８，８１２ ９４，５０６，９８３
１９８８年 １，６１９，７５２ ５０３，７２８ １，１１６，０２４ ６，８５１，３３５ １１４，８３９，９２７ １０２，０５０，７６６
１９９１年 １，５９１，２２３ ５６４，６４２ １，０２６，５８１ ６，９３６，５２６ １４０，６３８，１０４ １０９，９０１，４９７

（１，６０５，５８３） （５７１，１８２）（１，０３４，４０１）（７，０００，２２６）（１４２，２９１，１３３）（１０９，９０１，４９７）
１９９４年 １，４９９，９４８ ５８１，２０７ ９１８，７４１ ７，３８４，１７７ １４３，３２５，０６５ １２１，６２３，７１２
１９９７年 １，４１９，６９６ ５８６，６２７ ８３３，０６９ ７，３５０，７１２ １４７，７４３，１１６ １２８，０８３，６３９
１９９９年 １，４０６，８８４ ６０７，４０１ ７９９，４８３ ８，０２８，５５８ １４３，８３２，５５１ １３３，８６９，２９６
※調整済前回比 （▲７．５％） （▲３．５％） （▲１０．４％） （２．６％） （▲８．０％） （０．２％）
２００２年 １，３００，０５７ ５８３，８９９ ７１６，１５８ ７，９７２，８０５ １３５，１０９，２９５ １４０，６１９，２８８
２００４年 １，２３８，０４９ ５７８，４２６ ６５９，６２３ ７，７６２，３０１ １３３，２７８，６３１ １４４，１２８，５１７

８２－０４増減率（％） ▲２８．１ ３２．７ ▲４８．７ ２１．９ ４１．８ ５１．０
注１．１９９１年の（ ）の数値は，１９９４年調査と対応可能となるよう再集計した数値
注２．１９９９年の「※調整済前回比」は、時系列を考慮した前回比である（１９９９年調査で事業所の捕そくを行った）
注３．▲はマイナスを表す
出所）経済産業省「商業統計調査」より作成

島根県内小売業の衰退原因について ９７



いる。このような大型店の出店ラッシュによるオーバーフロアと呼ばれる過当

競争現象が現れ始めているのが現在の小売業の実態である。

それでは次に県内小売業の動向について、同じく商業統計調査を使ってより

詳しく見ていきたい。

２．２ 県内小売業の動向と構造変化

表２は、島根県内小売業の主要指標（事業所数、従業者数、年間販売額、売

場面積、m２当たり販売額）の推移を表している。

これによれば、全国と同様、１９８２年の１４，２１９店をピークに事業所数は減少し、

２００４年には９，９２７店まで減少している。減少率は全国を約２ポイントほど上回る

３０．２％である。事業主ベースで見ると、法人事業主は１９９９年の約４，４００店まで増

加したのち減少に転じている。他方、個人事業所数は、ほぼ一貫して低下して

おり、２００４年度には８２年比で４６．２％減の５，８３７店であった。

従業員数は、事業所数が減少に転じた１９８２年以降も変動を繰り返しながらわ

ずかずつ増加した。その意味では雇用の受け皿として機能していた部分もある

が、２００２年の約５万人をピークに減少に転じ、２００４年には４万８千人を割り込み、

１９８２年レベルまで減少している。かつて不況期などに地方の雇用の受け皿とし

表２ 島根県内小売業の主要指標の推移（事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積、㎡当たり販売額）

事業所数 従業者数 年間販売額 売場面積 ㎡当たり販売額

計 増減率 法人 増減率 個人 増減率（人） 増減率（百万円） 増減率 （㎡） 増減率（万円） 増減率

１９７９年 １３，８０８ ▲０．６ ２，９００ １０．８１０，９０８ ▲４．２４５，８６７ ２．８ ４８７，０１０ ３１．６ ６５０，４９９ １２．４ ７４．８

１９８２年 １４，２１９ ３．０ ３，３７１ １６．２１０，８４８ ▲０．６４７，８３２ ４．３ ５９４，５０５ ２２．０ ７０６，４１９ ８．６ ８４．１ １２．４

１９８５年 １３，４００ ▲６．８ ３，４５５ ２．５ ９，９４５ ▲８．３４６，０７３ ▲３．７ ６２８，６４５ ５．７ ７９６，１４４ １２．７ ７９．０ ▲６．１

１９８８年 １３，２６３ ▲１．０ ３，７７１ ９．１ ９，４９２ ▲４．６４７，９９８ ４．２ ６８７，１４９ ９．３ ７０４，５１３▲１１．５ ９７．５ ２３．４

１９９１年 １３，０９６ ▲１．０ ４，０６１ ７．７ ９，０３５ ▲４．８４７，４７１ ▲１．１ ７６９，６４３ １２．０ ７４０，１７８ ５．１１０４．０ ６．７

１９９４年 １２，０１８ ▲８．３ ４，１１５ １．３ ７，９０３▲１２．６４８，１６８ １４．７ ７９３，５４４ ３．１ ９２９，３５９ ２５．６ ８５．４▲１７．９

１９９７年 １１，３３１ ▲５．８ ４，１６４ １．２ ７，１６７ ▲９．３４７，０３６ ▲２．４ ８３４，３９３ ５．１ ８８７，８８１ ▲４．５ ９４．０ １０．１

１９９９年 １１，５８０ ２．２ ４，４０１ ５．７ ７，１７９ ▲０．２５０，３３７ ７．０ ８４６，３４７ １．４ ９４２，３５３ ６．１ ８９．８ ▲４．５

２００２年 １０，６９３ ▲７．７ ４，２６０ ▲３．２ ６，４３３▲１０．４５０，５４６ ０．４ ８１１，３６８ ▲４．１ ９７１，５７９ ３．１ ８３．５ ▲７．０

２００４年 ９，９２７ ▲７．２ ４，０９０ ▲４．０ ５，８３７ ▲９．３４７，６７５ ▲５．７ ７８８，７５５ ▲２．８ ９５７，５５７ ▲１．６ ８２．４ ▲１．３

８２－０４増減 ▲４２９２▲３０．２ ７１９ ２１．３ ５，０１１▲４６．２ ▲１５７ ▲０．３ １９４，２５０ ３２．７ ２５１，１３８ ３５．６ ▲１．７ ▲２．０

出所）表１に同じ
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て機能していた小売業の姿はもはやなくなっているのである。

年間販売額は、バブル崩壊後も堅調に増加したが、１９９９年の８，４６３億円をピー

クに減少に転じ、２００４年には約７，８８８億円と、９０年代前半の水準にまで低下した。

売場面積は、事業所数が減少傾向にあるなかで、増加・減少を繰り返しなが

らも傾向としては増加した。その後２００２年をピークに減少に転じたものの、２００４

年の売場面積は９９年水準を上回っており、事業所数、従業員数、年間販売額が

のきなみ１０年以上前の水準に減少したことに比べると高止まりしているといえ

よう。

その結果、小売業の売場効率を示す指標の一つとして用いられるm２当たり販

売額は大きく低下している。現にm２当たり販売額は、１９９１年の１０４万円をピーク

に減少し（９７年を除き）、２００４年には８２．４万円と８０年代前半の水準にまで落ち込

んでいる。年間販売額を上回るペースで売場面積が拡大したため、オーバーフ

ロア現象が発生し、店舗効率が急速に低下している。

次に、こうした概況をより詳しく見るために、事業所を従業員規模別、販売

階級別、売場面積別、業態別に分けて検討してみよう。なお、一部を除き比較

年を９７年－０４年とした。これは、年間販売額が減少に転じた９９年の前後でどの

ような変化が起きているかを見たいためと、ちょうどその間の２０００年に大店法

が廃止されたからである。

【従業員規模別で見た小売業の動向】

表３は、従業員規模別で見た県内小売業の主要指標の変化である。事業所数

においては、経営形態が法人・個人ともに従業員数１０人未満の事業所の減少が

著しい。しかしながら、従業員数が２０人－４９人とやや規模が大きくなると、個

人経営の事業所が減少しているのに対し、法人経営の事業所はむしろ増加傾向

にある（１００人以上事業所を除く）。従業者数、販売額においてもほぼ同様の傾

向が見られ、小売業におけるチェーンストアー化が進展し、それにともなう小

規模店ならびに個人事業所の淘汰と集約化が進んでいることがわかる。

島根県内小売業の衰退原因について ９９



表３ 従業者規模別で見た指標の推移（事業所数（法人・個人）、従業者数、年間販売額）

事 業 所 数 従 業 者 数 年 間 販 売 額（百万円）
従業者規模 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減率 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減率 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減率

全体

２人以下 ６，２０７ ６，３５９ ５，４９６ ５，０６７ ▲１８．４ ９，８５３ ９，３４５ ８，６０５ ８，０２８ ▲１８．５ １０３，０１２ １０１，２６２ ８０，８８３ ７３，３１３ ▲２８．８
３－４人 ２，６５８ ２，５１２ ２，４２５ ２，２６４ ▲１４．８ ８，９９５ ８，４８５ ８，１６２ ７，６３３ ▲１５．１ １３７，９５４ １２６，８１６ １１１，２１５ １０３，４２７ ▲２５
５－９人 １，６３４ １，７２０ １，７３３ １，６０２ ▲２．０ １０，３３５ １０，９９１ １１，１５７ １０，２８１ ▲０．５ ２０７，８６６ １９６，５１１ １９７，２７１ １８２，００７ ▲１２．４
１０－１９人 ５９６ ６８８ ７２５ ６８６ １５．１ ７，８２１ ９，０８３ ９，４８９ ９，０２６ １５．４ １５９，９８１ １６５，２５２ １６１，５７５ １５９，３９３ ▲０．４
２０－２９人 １３３ １６９ １７６ １６４ ２３．３ ３，１２８ ３，９７６ ４，１７９ ３，８８５ ２４．２ ７１，８１１ ７５，６２４ ８１，２２０ ８１，３７０ １３．３
３０－４９人 ５９ ８４ ８６ ９８ ６６．１ ２，２３９ ３，１０２ ３，１１９ ３，７５６ ６７．８ ５７，５１９ ６５，６９５ ６８，８３１ ８０，３５８ ３９．７
５０－９９人 ２４ ３０ ３４ ３０ ２５．０ １，５２３ ２，０３０ ２，０９７ １，９２９ ２６．７ ２９，８８６ ４８，１１７ ４５，６６７ ４０，８２８ ３６．６
１００人以上 ２０ １８ １８ １６ ▲２０ ３，１４２ ３，３２５ ３，７３８ ３，１３７ ▲０．２ ６６，３６５ ６７，０６８ ６４，７０６ ６８，０５８ ２．６
合計 １１，３３１ １１，５８０ １０，６９３ ９，９２７ ▲１２．４ ４７，０３６ ５０，３３７ ５０，５４６ ４７，６７５ １．４ ８３４，４９３ ８４６，３４７ ８１１，３６８ ７８８，７５５ ▲５．５

法人

２人以下 ９６８ ９４１ ８３７ ８７７ ▲９．４ １，６４４ １，５２１ １，３７０ １，４４３ ▲１２．２ ３３，２５１ ３４，１６７ ２７，７４１ ２９，３８３ ▲１１．６
３－４人 １，２３６ １，２８１ １，１９２ １，０８０ ▲１２．６ ４，２８９ ４，４４０ ４，０９７ ３，７４１ ▲１２．８ ８６，３７１ ８４，８７７ ７３，８９１ ７０，９０６ ▲２６．４
５－９人 １，２９２ １，３６３ １，３６９ １，２８９ ▲０．２ ８，２８８ ８，８１０ ８，９２８ ８，３５７ ０．８ １８７，５２９ １７６，４１７ １７７，９８７ １６６，０７０ ▲１１．４
１０－１９人 ４６７ ５５３ ５７８ ５５２ １８．２ ６，１５０ ７，２８２ ７，６０４ ７，３２２ １９．１ １５０，８９３ x x x x

２０－２９人 １１１ １４６ １５４ １５２ ３６．９ x ３，４４３ ３，６６９ ３，６２７ x x x x x x

３０－４９人 ５１ ７４ ８２ ９４ ８４．３ x ２，７１８ ２，９７５ ３，６１１ x x ６３，６９６ ６８，６６４ ８０，０６９ x

５０－９９人 ２３ ３０ ３４ ３０ ３０．４ x ２，０３０ ２，０９７ １，９２９ x x ４８，１１８ ４５，６６７ ４０，８２８ x

１００人以上 １６ １３ １４ １６ ０．０ x ２，２６９ ２，７５７ ３，１３７ x x ６６，６６２ ６４，３４０ ６８，０５８ x

合計 ４，１６４ ４，４０１ ４，２６０ ４，０９０ ▲１．８ ２８，９７９ ３２，５１３ ３３，４９７ ３３，１６７ １４．５ ６８０，５３３ ７０１，８０６ ６８７，６０５ ６８４，２９６ ０．６

個人

２人以下 ５，２３９ ５，４１８ ４，６５９ ４，１９０ ▲２０．０ ８，２０９ ７，８２４ ７，２３５ ６，５８５ ▲１９．８ ６９，７６１ ６７，０９６ ５３，１４２ ４３，９３０ ▲３７．０
３－４人 １，４２２ １，２３１ １，２３３ １，１８４ ▲１６．７ ４，７０６ ４，０４５ ４，０６５ ３，８９２ ▲１７．３ ５１，５８２ ４１，９３９ ３７，３２５ ３２，５２２ ▲３７．０
５－９人 ３４２ ３５７ ３６４ ３１３ ▲８．５ ２，０４７ ２，１８１ ２，２２９ １，９２４ ▲６．０ ２０，３３６ ２０，０９４ １９，２８４ １５，９３７ ▲２１．６
１０－１９人 １２９ １３５ １４７ １３４ ３．９ １，６７１ １，８０１ １，８８５ １，７０４ ２．０ ９，０８９ x x x x

２０－２９人 ２２ ２３ ２２ １２ ▲４５．５ x ５３３ ５１０ ２５８ x x x x x x

３０－４９人 ８ １０ ４ ４ ▲５０．０ x ３８４ １４４ １４５ x x １９，９９１ １６６ ２８，８８２ x

５０－９９人 １ － － － － x － － － － x － － － －
１００人以上 ４ ５ ４ － － x １，０５６ ９８１ － － x ４０６ ３６６ － －
合計 ７，１６７ ７，１７９ ６，４３３ ５，８３７ ▲１８．６ １８，０５７ １７，８２４ １７，０４９ １４，５０８ ▲１９．７ １５３，８５９ １４４，５４０ １２３，７６３ １０４，４５９ ▲３２．１

注１．「x」は１または２の事業所に関する数値であるため秘匿した箇所を表す
注２．「－」は該当数値なし
出所）表１に同じ
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【販売額階級で見た小売業の動向】

表４は、販売額階級別で見た各種指標の推移である。年間販売額１，０００万円未

満の零細事業所は、事業所数、従業者数、年間販売額においてやや増加もしく

表４ 販売額階級別で見た指標の推移（事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積、㎡当たり販売額）

事業所数 従業者数

１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

２００万円未満 ８３５ １，０３５ ９２４ ８８１ ５．５ x １，５５４ １，３８０ １，４３４ x

２００－５００万円未満 １，０１５ １，０６７ １，０５８ ９９０ ▲２．５ １，５６１ １，５４８ １，８２７ １，７８４ １４．３

５００－１０００万円未満 １，３３３ １，４１３ １，２８５ １，３５５ １．７ ２，４４４ ２，４０７ ２，５１６ ２，６９３ １０．２

１０００－２０００万円未満 １，８７１ １，９２５ １，７９０ １，６００ ▲１４．５ ４，３５９ ４，２８０ ４，４２１ ４，００８ ▲８．１

２０００－５０００万円未満 ２，９０２ ２，７４２ ２，４９７ ２，１７１ ▲２５．２ ９，２４９ ８，８７３ ９，００５ ７，６９０ ▲１７．９

５０００－１億円未満 １，５７７ １，５４４ １，３７１ １，２１２ ▲２３．１ ７，６７５ ８，７２２ ８，０３７ ６，４４８ ▲１６．０

１－１０億円未満 １，７１２ １，７７３ １，６７８ １，６２７ ▲５．０ １５，４２６ １７，７６９ １７，５３６ １７，３０８ １２．２

１０－１００億円未満 ８５ ７９ ８９ ９０ ５．９ x ４，５３７ ５，５２８ ５，９９３ x

１００億円以上 １ ２ １ １ ０．０ x ６４７ ２９６ ３１７ x

計 １１，３３１ １１，５８０ １０，６９３ ９，９２７ １２．４ ４７，０３６ ５０，３３７ ５０，５４６ ４７，６７５ １．４

年間販売額（百万円） 売場面積（㎡）

１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

２００万円未満 x ９０５ ８４６ ７７５ x x ２３，５２２ １９，１８３ ２２，６５４ x

２００－５００万円未満 ３，３２６ ３，５３２ ３，５０３ ３，２９３ ▲１．０ ２５，９４７ ２５，５３２ ２７，９２６ ２５，９６３ ０．１

５００－１０００万円未満 ９，５３８ １０，１１６ ９，１６７ ９，８８４ ３．６ ４０，８５３ ３９，３２５ ３９，８５５ ４４，９２０ １０．０

１０００－２０００万円未満 ２６，７５７ ２７，４１９ ２５，３４２ ２２，３９４ ▲１６．３ ６８，７２７ ７２，２０４ ６８，５５４ ６５，７５６ ▲４．３

２０００－５０００万円未満 ９２，０９５ ８６，３５６ ７９，１７５ ６８，５８３ ▲２５．５ １４６，５５３ １４２，４８３ １３８，４１１ １１７，５０３ ▲１９．８

５０００－１億円未満 １０９，７４４ １０６，９３９ ９５，５６９ ８４，２４４ ▲２３．２ １１２，２８４ １１８，７６７ １１４，９２３ ９９，２３８ ▲１１．６

１－１０億円未満 ４１６，６６８ ４３２，３３４ ４１７，１１５ ４１６，１３０ ▲０．１ ２９５，７８３ ３３６，９３８ ３５４，１７９ ３６０，７５６ ２２．０

１０－１００億円未満 x x x x x x x x x

１００億円以上 x x x x x x x x x

計 ８３４，３９３ ８４６，３４７ ８１１，３６８ ７８８，７５５ ▲５．５ ８８７，８８１ ９４２，３５３ ９７１，５７９ ９５７，５５７ ７．８

㎡当たり販売額（百万円）

１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

２００万円未満 x ０．０４ ０．０４ ０．０３ x

２００－５００万円未満 ０．１３ ０．１４ ０．１３ ０．１３ ０．０

５００－１０００万円未満 ０．２３ ０．２６ ０．２３ ０．２２ ▲４．３

１０００－２０００万円未満 ０．３９ ０．３８ ０．３７ ０．３４ ▲１２．８

２０００－５０００万円未満 ０．６３ ０．６１ ０．５７ ０．５８ ▲７．９

５０００－１億円未満 ０．９８ ０．９０ ０．８３ ０．８５ ▲１３．３

１－１０億円未満 １．４１ １．２８ １．１８ １．１５ ▲１８．４

１０－１００億円未満 x x x x x

１００億円以上 x x x x x

計 ０．９４ ０．９０ ０．８４ ０．８２ ▲１２．８

出所）表１に同じ
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は、低い減少率で推移している。売場面積も大きく増えてはいないため、m２当

たり販売額の低下も他の階級に比べ低くなっている。このことは、小売業の生

き残りにとってm２当り販売額を維持、もしくは引き上げることが事業継続にとっ

ていかに重要であるかを示している。他方販売額１，０００万円以上１億円未満では、

事業者数、従業者数、年間販売額の減少率が１０ポイント以上と、著しく高い。

売場面積も減少はしているが、販売額の減少ほどではないため、m２当たり販売

額の減少率も平均１０ポイントを超えている。販売額１億円以上１０億円未満では、

事業所数では減少しているものの、従業員数と売場面積は大幅に増加している。

年間販売額がほぼ横ばいであったため、m２当たり売上額は大幅に低下しており、

店舗の大型化という拡大路線が必ずしも効率化には結びついていない状況を示

している。島根県内においても大型スーパーの倒産、店舗閉鎖が相次いだが、

こうしたことが要因の一つと考えられる。

【売場面積で見た小売業の動向】

販売額階級で見た小売業の動向からは、売場面積の拡大が必ずしも経営効率

化に結びついていないように見えた。そこで、売場面積別で見た小売業の動向

から、拡大路線の持つ意味をもう少し詳しく見てみよう。

表５は、売場面積別に見た各種指標の変化である。２０m２未満のごく小規模の

売場面積しか持たない階級で、事業所数、従業員数、販売額の減少率が高い傾

向があり、淘汰が進んでいる。一方、１００m２以上５００m２以下の階級のように、事

業所数、従業者数そして販売額も減少している階級であっても、それに合わせ

て販売面積を縮小しているところは、店舗の効率性は上がっている。逆に、５００

m２以上３，０００m２以下の階級では、事業所数、従業者数が大幅に伸びており、な

かには販売額も伸びている階級もあるが、それを上回る売場面積の増加がある

ために、かえって店舗効率であるm２当たり販売額は下がってしまっている。そ

して、売場面積別で見た場合に最も特筆すべきは、３，０００m２以上の大型店の動向

である。事業所数においても従業者数、年間販売額においても大幅な伸びを示

しているだけでなく、売り場面積を増やしながらm２当たり販売額をも増加させ
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表５ 売場面積別で見た指標の推移（事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積、㎡当たり販売額）

事業所数 従業者数
１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

１－１０㎡未満 ５４２ ５４６ ４５２ ４０１ ▲２６．０ １，０６７ ９７２ １，０５７ ８３６ ▲２１．６
１０－２０㎡未満 １，５５４ １，４９５ １，３０５ １，１５５ ▲２５．７ ３，２９２ ３，０３５ ２，９４１ ２，６８４ ▲１８．５
２０－３０㎡未満

３，６５６
１，４９１ １，２３０ １，１２０

▲２２．１ ８，９４６
３，２３８ ３，０３４ ２，５６５

▲１７．７
３０－５０㎡未満 ２，１０１ １，９１６ １，７２８ ５，４４９ ５，２９８ ４，７９７
５０－１００㎡未満 １，９５６ １，８９３ １，７１９ １，６７８ ▲１４．２ ６，５５７ ６，７２７ ６，４２１ ６，０５０ ▲７．７
１００－２５０㎡未満

１，５０３
１，０９７ １，０１９ ９６２

▲１４．４ ９，１３９
６，１０３ ５，５４０ ５，５６８

▲１３．３
２５０－５００㎡未満 ４６４ ３６２ ３２４ ３，８２５ ２，９０４ ２，３６０
５００－１０００㎡未満 ６９ ９８ １７２ １８６ １７０．０ １，１８０ １，５３４ ２，１７４ ２，７６１ １３４
１０００－１５００㎡未満 ４７ ４７ ５２ ５３ １２．８ １，０６３ １，１２０ １，２２０ １，１８７ １１．７
１５００－３０００㎡未満 ３４ ４０ ５０ ４７ ３８．２ １，５５５ １，６０７ １，７９８ ２，０３８ ３１．１
３０００－６０００㎡未満

１５
８ １３ １５

８０．０ ２，２３８
６５７ ５６１ ９１２

４５．２
６０００㎡以上 １０ １３ １２ １，７７６ ２，５５６ ２，３３７

不詳 １，９５５ ２，２９０ ２，３９０ ２，２４６ １４．９ １１，９９９ １４，２９４ １５，０４２ １３，５８０ １３．２
合計 １１，３３１ １１，５８０ １０，６９３ ９，９２７ ▲１２．４ ４７，０３６ ５０，３３７ ５０，５４６ ４７，６７５ １．４

年間販売額（百万円） 売場面積（㎡）
１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比 １９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

１－１０㎡未満 ８，０６６ ６，５５７ ６，９８２ ４，４９２ ▲４４．３ ３，０３０ ３，２００ ２，４４２ ２，２３２ ▲２６．３
１０－２０㎡未満 ２６，０６２ ２０，７７５ ２０，６２１ １７，３４２ ▲３４．５ ２１，４６９ ２０，７２８ １８，０３９ １５，９４５ ▲２５．７
２０－３０㎡未満

９８，０８８
２８，５３１ ２６，４５８ ２０，８１７

▲３１．３ １１４，３２７
３４，４３６ ２８，４１９ ２６，０３１

▲２１．９
３０－５０㎡未満 ６０，００９ ５４，４７１ ４６，５２９ ７７，１４２ ７０，１２１ ６３，２６４
５０－１００㎡未満 ９９，５７６ ９４，３１２ ８１，１９９ ７３，７４２ ▲２５．９ １３２，２７４ １２９，１５２ １１７，９０６ １１４，０６０ １３．８
１００－２５０㎡未満

２００，２６９
１０５，５８３ ９０，５２６ ８７，５９３

▲３１．３ ３１９，０５９
１６１，９２５ １４８，１１８ １３７，７０９

▲２０．６
２５０－５００㎡未満 ８８，９５９ ５９，４１３ ５０，００５ １６７，４２４ １２９，６３５ １１５，５１２
５００－１０００㎡未満 ３２，５１８ ４０，７４４ ５４，９１８ ６７，４４０ １０７．４ ５１，０８９ ７１，０６６ １２１，１８７ １３２，２９７ １５９
１０００－１５００㎡未満 ３６，３７１ ３２，９３２ ３３，７２３ ３０，２６１ ▲１６．８ ５９，２９９ ５９，９３９ ６３，５５９ ６４，７０４ ９．１
１５００－３０００㎡未満 ４５，３２５ ５２，４３３ ５３，２７５ ５５，６９９ ２２．９ ６９，９７７ ８３，４７８ ９８，４８９ １０２，２６１ ４６．１
３０００－６０００㎡未満

６０，０８９
１６，９４５ １３，８５４ １９，４５１

２６．４ １１７，３５７
３６，０２３ ５５，８５５ ６９，０６４

５６．４
６０００㎡以上 ５４，２３８ ６３，０８５ ５６，５０４ ９７，８４０ １１７，８０９ １１４，４７８

不詳 ２２８，０３０ ２４４，３２９ ２５２，８４４ ２５８，８７８ １３．５ － － － － －
合計 ８３４，３９３ ８４６，３４７ ８１１，３６８ ７８８，７５５ ▲３２．１ ８８７，８８１ ９４２，３５３ ９７１，５７９ ９５７，５５７ ７．８

㎡当たり販売額（百万円）
１９９７年 １９９９年 ２００２年 ２００４年 ９７－０４増減比

１－１０㎡未満 ２．６６ ２．０５ ２．８６ ２．０１ ▲２４．４
１０－２０㎡未満 １．２１ １．００ １．１４ １．０９ ▲９．９
２０－３０㎡未満

０．８６
０．８３ ０．９３ ０．８０

７９．１
３０－５０㎡未満 ０．７８ ０．７８ ０．７４
５０－１００㎡未満 ０．７５ ０．７３ ０．６９ ０．６５ ▲１３．３
１００－２５０㎡未満

０．６３
０．６５ ０．６１ ０．６４

７０．０
２５０－５００㎡未満 ０．５３ ０．４６ ０．４３
５００－１０００㎡未満 ０．６４ ０．５７ ０．４５ ０．５１ ▲２０．３
１０００－１５００㎡未満 ０．６１ ０．５５ ０．５３ ０．４６ ▲２４．６
１５００－３０００㎡未満 ０．６５ ０．６３ ０．５４ ０．５４ ▲１６．９
３０００－６０００㎡未満

０．５１
０．４７ ０．２５ ０．２８

５１．０
６０００㎡以上 ０．５５ ０．５３ ０．４９

不詳 － － － － －
合計 ０．９４ ０．９０ ０．８４ ０．８２ ▲１２．８
出所）表１に同じ
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ている。つまり、店舗の大型化が全般的に売り上げの効率化に結びつかないの

ではなく、きわめて少数の大型店に一極集中するような構造になっているとい

うことである。

表６ 業態別で見た主要指標の推移（事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積、㎡当たり販売額）

事業所数
１９９９年 ２００２年 ２００４年

百貨店 ２ １ ２
総合スーパー １１ １２ １２
専門スーパー ２８８ ２９１ ２６７
コンビニ １３８ １３９ １５１
専門店 ６，９８０ ５，９４１ ５，３７５
中心店 ３，２８９ ３，７６９ ３，６４３

従業者数
１９９９年 ２００２年 ２００４年
実数 実数 実数 内パート数 パート比

百貨店 ３３８ ２９６ ３７８ １４８ ３９．２
総合スーパー １，８７９ ２，２８４ ２，３５５ １，８３２ ７７．８
専門スーパー ５，１０６ ５，４６６ ５，３９２ ３，４１２ ６３．３
コンビニ １，３６９ １，３９８ １，７１２ １，３２０ ７７．１
専門店 ２７，３５７ ２４，００８ ２０，３７９ ５，８０５ ２８．５
中心店 １０，８６９ １４，６３１ １５，０６０ ３，０６２ ２０．３

年間販売額（百万円）
１９９９年 ２００２年 ２００４年

百貨店 x － －
総合スーパー x ５２，６４６ ４９，８３０
専門スーパー x １４２，４５８ １３２，４１３
コンビニ １８，６６９ ２０，３９１ ２３，６５９
専門店 ３７６，９６８ ２８６，５５８ ２５４，９７１
中心店 １７８，０５０ ２５５，４６２ ２７２，７０８

売場面積（㎡） ㎡当たり販売額（百万円）
１９９９年 ２００２年 ２００４年 １９９９年 ２００２年 ２００４年

百貨店 x x x － － －
総合スーパー ８６，２９１ １０１，６８８ １０１，４４５ x ０．５２ ０．４９
専門スーパー ２３１，６５０ ２４８，１４２ ２５８，９１２ x ０．５７ ０．５１
コンビニ １４，８７２ １４，８８０ １６，８６４ １．２６ １．３７ １．４０
専門店 ３１７，９４６ ２７７，２４５ ２４６，９００ １．１９ １．０３ １．０３
中心店 １８１，５９２ ２５０，１４１ ２５１，１０９ ０．９８ １．０２ １．０８
出所）表１に同じ
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【業態別で見た小売業の動向】

これまで見てきたような、小売業内部での淘汰と集中は、業態別に見た場合

にはどのような変化ととらえることができるだろうか。

表６は、９９年以降の業態別で見た主要指標の変化を表している。これによる

と、事業所数においては、百貨店、総合スーパーにおいてほとんど変化はなく、

専門スーパー４）が７．３％の減、専門店が２３％と大幅減、コンビニは９．４％増、中心

店が１０．８％の増であった。従業者数においては、専門店を除くすべての業態で

増加しているが、特に中心店での従業者数の増加が目立っている。年間販売額

はコンビニ、中心店で増加したものの、総合スーパー、専門スーパー、専門店

で減少している。売場面積は、専門店のみが減少し、それ以外の業態は増加し

ているため、m２当たり販売額が増加しているのは、コンビニと中心店だけであ

る。

以上のことから、島根県内の小売業では、小規模零細事業所の淘汰が進んで

いる一方で、チェーンストアー化とコンビニ化が進んでいる。また店舗面積の

拡大が売上げ以上のスピードで拡大しており、全体として店舗効率は下がって

いるが、実際には一部の大型商業施設のみが店舗効率を上げることができてお

り、まさに大型店への一局集中が進んでいるといえよう。では、こうした変化

はどのような原因でおきているのであろうか。

３．県内小売業の衰退要因について

３．１ オーバーフロアが生み出すコスト引き下げ競争

Ⅰで見たように、島根県内の小売業は、１９９９年をピークに年間販売額が減少

に転じた。しかしながら、売り場面積は２００２年まで増加し、２００４年に減少に転じ

たが、販売額ほど減少はしていない。このようなオーバーフロアの結果、地域

市場の独占を狙う大型店のローオペレーション戦略である過当な商品販売価格

競争が生み出され、そのためm２当たり販売額は低下を続けることになる。結果
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的に小売販売額も低下するばかりか、コスト競争に敗れた中小零細事業所の淘

汰が加速するのである。さらに、ローコストオペレーションは従業者数の削減

にも向けられ、９９年をピークに従業者数は減少している。このような販売戦略

が可能となったのは、規制改革により出店規制が緩和されたこともあるが、郊

外型大型店の立地コストが安いためであり、行政が整備した社会資本にただ乗

りしていることなどが大きな原因と考えられる。

３．２ 構造改革路線で伸び悩む所得

オーバーフロアが生み出す価格引き下げ競争がミクロ的な要因とすれば、マ

クロ的な要因は構造改革路線による所得・消費の伸び悩みである。９０年代に入っ

てからの日本経済のグローバル化は、高すぎる賃金を低コスト化するため、正

規雇用を減らし派遣労働やパート・アルバイトなどの非正規雇用に置き換える

形で労働市場を大幅に緩和した。さらに、株主重視の経営のもと、労働分配率

を引き下げ、雇用者に支払う賃金割合を低下させてきた。この結果、家計の可

処分所得は減少し、消費購買力の低下はそのまま小売業全体の販売額の減少に

結びついているのである。

３．３ 人口減少と少子高齢化による消費の減少

小売業の盛衰を規定する要因として、人口の減少と少子高齢化の影響を無視

表７ 世帯主の年齢階級別家計支出（二人以上の世帯）ー平成１９年ー

平均 ３０歳未満 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６９歳 ７０歳以上
世帯数分布（１万分比） １０，０００ ２６５ １，３９４ １，８３８ ２，２４９ ２，３５４ １，８９９
世帯人員（人） ３．１４ ３．０８ ３．６１ ３．９１ ３．３３ ２．６９ ２．４２
消費支出 ２９７，７８２ ２４９，０９２ ２７０，４９０ ３３５，２３７ ３４８，５９４ ２８７，５８６ ２４０，８７７
基礎的支出 １７１，２１８ １４４，６９０ １４８，９１１ １６１，５５９ １７７，９４７ １８６，７８５ １７３，３３５
選択的支出 １２６，５６４ １０４，４０２ １２１，５７９ １７３，６７８ １７０，６４７ １００，８０１ ６７，５４３
基礎的支出（構成比％） ５７．２ ５８．１ ５５．１ ４８．２ ５１．０ ６４．９ ７２．０
選択的支出（構成比％） ４２．５ ４１．９ ４４．９ ５１．８ ４９．０ ３５．１ ２８．０
注：平成１３年から１５年までの家計調査の結果を基に支出弾力性（消費支出総額の変化率に対する費目支
出の変化率の比）を計算し、１．００未満の費目を基礎的支出、１．００以上の費目を選択的支出として区分した。
出所）総務省「家計調査年報（平成１９年）」より作成
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することはできない。島根県の人口はおよそ７４．２万人（２００５年）であるが、国立

社会保障・人口問題研究所の「日本の都道府県別将来推計人口（平成１９年５月

推計）」によれば、２０１５年には６８．８万人、２０２０年には６５．６万人、２０２５年には６２．２

万人に減少すると想定されている５）。２０年間で１６．２％の人口減少とその分の消費

が喪失することになる。もう一つは少子高齢化の影響である。表７を見てみよ

う。ここには平成１９年度の世帯主の年齢階級別家計支出が示されている。

これを見れば、３０歳未満の世帯から年齢が上がるにつれ消費額は徐々に増加

し４０歳―５９歳までが消費のピークであり、それ以降は消費額が減少すると共に、

基礎的消費のウェイトが高まることがわかる。各年齢層での消費額が変化しな

いと仮定しても、少子高齢化が進めば、相対的に消費の少ない高齢者層が増加

し、今後消費を増やすであろう若者世代の数は減少するということになり、消

費額は減少せざるを得ない。

４．おわりに

本稿では、従来中心商店街の衰退原因と言われてきたものを念頭におきつつ

も、小売業の内部構造の変化の中に衰退の原因がビルトインされているのでは

ないかということを検証してきた。ここで明らかとなったのは、構造改革路線

の中で大型店の販売額を上回る売場面積の増加が、小売業の販売効率を急速に

低下させ、そのことが過剰なコスト引き下げ競争と小売販売額の低下をもたら

し、特に中小小売業の淘汰をもたらしているということがわかった。株主重視

のアメリカ型経営のもと、従業員の賃金は伸び悩んでおり、消費不況は一過性

のものというよりは構造化の様相を呈している。そうなれば、資本力のある大

手流通チェーン同士の価格競争は激化し、その影響でますます小規模小売業の

淘汰が進む可能性が高い。そして生き残った大手流通チェーンによって地域の

所得はますます中央へ吸い上げられていくのである。

ところで、一般に中小零細小売業が単独で立地することは希であり、他の小

売業やサービス業、場合によっては大型店と商業集積を作って存立するのが普
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通である。商店街がその典型であるが、小規模小売店が減少傾向にあるという

ことは、イコール商店街が衰退していることを意味する。

そこで、小売業の衰退原因を解消し、まちに活気を取り戻すためには何をど

のように変える必要があるのか、そして、改正まちづくり三法はそれに十分応

えられるものなのかについて稿をあらためて検討してみたい。

脚注

１）国土交通省「中心市街地活性化の要因と方策に関するアンケート」（２００４年１月）
２）自由民主党「まちづくり三法見直しに関する最終取りまとめ」（２００５年１２月）

http://www.jimin.jp/jimin/seisaku／２００５／seisaku‐０２０．html
３）商業統計調査は１９５２年～７６年までは２年ごとに、それ以降は３年ごとに行われてきた

が、１９９７年からは５年ごとに（調査の２年後には簡易な中間調査が）実施されること
になっている。

４）専門スーパーとは取扱商品の７０％以上を特定分野の商品が占めるものを、専門店とは
取扱商品の９０％以上を特定分野の商品が占めているものを、中心店とは取扱商品の５０％
以上を特定分野の商品が占めているものをいう。

５）国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部「日本の都道府県の将来推計人口（平
成１９年５月推計）―平成１７（２００５）～４７（２０３５）年―」
http://www.ipss.go.jp/pp-fuken/j/fuken２００７／gaiyo.pdf
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